
１．重要な会計方針

（1）満期保有目的の債券及び子会社株式及び関連株式会社以外の有価証券

　　時価のないもの・・・購入時の取得原価によっている。

（2）固定資産の減価償却の方法

　　建物、ソフトウェア・・・定額法

　　建物附属設備、構築物、什器備品・・・定率法　ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び

　　構築物は定額法

　　主な耐用年数

　　　建物　　　　　　　　　  19～50年

　　　建物附属設備　　　  8～18年

　　　構築物　　　　　　　　 8～18年

　　　什器備品　　　　　　　4～20年

　　　ソフトウェア　　　　　　5年（法人内における利用可能期間）

（3）引当金の計上基準

　　賞与引当金　　　 ・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計

　　　　　　　　　　　　　　　 上している。

　　退職給付引当金 ・・・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務（期末自己都合要支給

　　　　　　　　　　　　　　　 額）に基づき、当期発生していると認められる金額を計上している。

（4）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

　　であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短

　　期投資を含めている。

（5）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２．特定資産の増減額及びその残高

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）　

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

195,606,000 19,362,000 19,532,000 195,436,000

1,249,013,016 607,756,966 660,730,459 1,196,039,523

79,111,599 0 5,271,624 73,839,975

5,067,000 0 0 5,067,000

70,964,450 0 0 70,964,450

630,787 713,969 377,870 966,886

1,600,392,852 627,832,935 685,911,953 1,542,313,834

財務諸表に対する注記

科目

特定資産

退職給付引当資産

クレーム基金資産

海外実演家支援基金資産

長期預り保証金引当資産

特定補償金資産

震災復興基金資産

合計



３．特定資産の財源等の内訳

　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）　

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

195,436,000 － － ( 195,436,000)

1,196,039,523 － － ( 1,196,039,523)

73,839,975 － ( 73,839,975) －

5,067,000 － － ( 5,067,000)

70,964,450 ( 70,964,450) － －

966,886 ( 966,886) － －

1,542,313,834 71,931,336 73,839,975 1,396,542,523

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）　

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

124,012,338 33,650,112 90,362,226

181,132,015 139,053,164 42,078,851

3,352,151 1,777,755 1,574,396

56,971,719 47,577,020 9,394,699

593,283,593 528,559,688 64,723,905

958,751,816 750,617,739 208,134,077

５．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりです。

（単位：円）　

金額

377,870

377,870

６．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は次のとおりです。

（単位：円）

8,287,299,534 6,222,919,854

8,287,299,534 6,222,919,854

（2）重要な非資金取引はありません。

特定資産

科目

什器備品

退職給付引当資産

クレーム基金資産

海外実演家支援基金資産

長期預り保証金引当資産

特定補償金資産

震災復興基金資産

合計

科目

建物

建物附属設備

構築物

現金預金勘定 現金預金勘定

ソフトウェア

合計

内容

経常収益への振替額

　　震災復興基金の目的使用による振替額

合計

前期末 当期末

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物



７．その他

　　引当金の明細

（単位：円）　

目的使用 その他

27,562,900 29,713,200 27,562,900 0 29,713,200

195,606,000 19,362,000 19,532,000 0 195,436,000

期末残高

賞与引当金

退職給付引当金

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額


